
令和２年（２０２０年）４月３日
教 育 委 員 会 資 料
教 育 委 員 会 事 務 局 指 導 室

教育長の臨時代理による事務処理について

令和２年３月２７日の教育委員会において、教育長の臨時代理による事務処理の

指示を受けた件について、次のとおり臨時代理により事務処理を行ったため、中野

区教育委員会の権限に属する事務の臨時代理に関する規則第３条第２項の規定に

基づき報告する。

１ 指示により改正した規則

中野区立学校の管理運営に関する規則（昭和５３年中野区教育委員会規則第６号）

２ 事務処理経過

３月２７日 学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例が東京都議会において可決

３月３１日 学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例（令和２年東京都条例第２２号）の公布

同日 教育長の臨時代理による一部改正の決定

同日 中野区立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則（令

和２年中野区教育委員会規則第１０号）の公布

３ 改正内容

○ 都費負担教育職員の業務量の適切な管理等について規定 【第２１条の２関係】

⑴ 委員会は、在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間を次の基準の範囲

内とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行うものとする。

ア １月について４５時間

イ １年について３６０時間

⑵ 児童又は生徒に係る通常予見することのできない業務量の大幅な増加等

に伴い、教育職員が一時的又は突発的に所定の勤務時間以外の時間に業務を

行う必要があると委員会が認める場合には、委員会は、教育職員が業務を行

う時間から所定の勤務時間を除いた時間を次の基準の範囲内とするため、教

育職員の業務量の適切な管理を行うものとする。

ア １月について１００時間未満

イ １年について７２０時間

ウ １月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１月、２月、３月、４

月及び５月の期間を加えたそれぞれの期間において１月当たりの平均時

間について８０時間



エ １年のうち、１月において４５時間を超える月数について６月

⑶ 教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を

図るために必要な事項については、委員会が別に定める。

○ その他規定整備 【第２４条関係】

※ 改正文及び新旧対照表は別紙のとおり。

４ 施行期日

令和２年４月１日



中野区立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則

中野区立学校の管理運営に関する規則（昭和５３年中野区教育委員

会規則第６号）の一部を次のように改正する。

第２１条の次に次の１条を加える。

（教育職員の業務量の適切な管理）

第２１条の２ 委員会は、学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る条例（平成７年東京都条例第４５号。以下「条例」という。）第

４条の２の規定に基づき、教育職員が業務を行う時間（公立学校の

教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教

育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措

置に関する指針（令和２年文部科学省告示第１号）に規定する在校

等時間をいう。以下同じ。）から所定の勤務時間（条例第１２条及

び条例第１３条の規定による休日並びに条例第１４条第１項の規定

により指定された代休日以外の日（代休日が指定された勤務日を含

む。）における正規の勤務時間をいう。以下同じ。）を除いた時間

を次に掲げる基準の範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な

管理を行うものとする。

⑴ １月について４５時間

⑵ １年について３６０時間

２ 前項の規定にかかわらず、児童又は生徒に係る通常予見すること

のできない業務量の大幅な増加等に伴い、教育職員が一時的又は突

発的に所定の勤務時間以外の時間に業務を行う必要があると委員会

が認める場合には、委員会は、教育職員が業務を行う時間から所定

の勤務時間を除いた時間を次に掲げる基準の範囲内とするため、教

育職員の業務量の適切な管理を行うものとする。

⑴ １月について１００時間未満



⑵ １年について７２０時間

⑶ １月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１月、２

月、３月、４月及び５月の期間を加えたそれぞれの期間において

１月当たりの平均時間について８０時間

⑷ １年のうち、１月において４５時間を超える月数について６月

３ 前２項に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その

他教育職員の健康及び福祉の確保を図るために必要な事項について

は、委員会が別に定める。

第２４条中「第６条の５」を「第６条の５（第３項を除く。）」に

改める。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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中野区立学校の管理運営に関する規則新旧対照表

改正案 現行

第１章 総則 （略） 第１章 総則 （略）

第２章 小学校及び中学校 第２章 小学校及び中学校

第３条～第２１条 （略） 第３条～第２１条 （略）

（教育職員の業務量の適切な管理）

第２１条の２ 委員会は、学校職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例（平成７年東京都条例第

４５号。以下「条例」という。）第４条の２の規

定に基づき、教育職員が業務を行う時間（公立学

校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職

員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康

及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関す

る指針（令和２年文部科学省告示第１号）に規定

する在校等時間をいう。以下同じ。）から所定の

勤務時間（条例第１２条及び条例第１３条の規定

による休日並びに条例第１４条第１項の規定によ

り指定された代休日以外の日（代休日が指定され

た勤務日を含む。）における正規の勤務時間をい

う。以下同じ。）を除いた時間を次に掲げる基準

の範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な

管理を行うものとする。

⑴ １月について４５時間

⑵ １年について３６０時間

２ 前項の規定にかかわらず、児童又は生徒に係る

通常予見することのできない業務量の大幅な増加

等に伴い、教育職員が一時的又は突発的に所定の

勤務時間以外の時間に業務を行う必要があると委

員会が認める場合には、委員会は、教育職員が業

務を行う時間から所定の勤務時間を除いた時間を

次に掲げる基準の範囲内とするため、教育職員の

業務量の適切な管理を行うものとする。

⑴ １月について１００時間未満

⑵ １年について７２０時間

⑶ １月ごとに区分した各期間に当該各期間の直

前の１月、２月、３月、４月及び５月の期間を

加えたそれぞれの期間において１月当たりの平

均時間について８０時間
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⑷ １年のうち、１月において４５時間を超える

月数について６月

３ 前２項に定めるもののほか、教育職員の業務量

の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確

保を図るために必要な事項については、委員会が

別に定める。

第３章 幼稚園 第３章 幼稚園

第２２条・第２３条 （略） 第２２条・第２３条 （略）

（準用規定） （準用規定）

第２４条 第３条の３から第６条まで、第６条の５

（第３項を除く。）、第１１条の２から第１１条

の６まで、第１３条、第１４条、第１６条、第１

７条及び第２１条の規定は、幼稚園に準用する。

この場合において、「校長」とあるのは「園長」

と、「副校長」とあるのは「副園長」と、「学習

指導要領」とあるのは「幼稚園教育要領」と、「学

年別授業日数及び授業時数の配当」とあるのは

「教育日数及び教育時数」と読み替えるものとす

る。

第２４条 第３条の３から第６条まで、第６条の

５、第１１条の２から第１１条の６まで、第１３

条、第１４条、第１６条、第１７条及び第２１条

の規定は、幼稚園に準用する。この場合において、

「校長」とあるのは「園長」と、「副校長」とあ

るのは「副園長」と、「学習指導要領」とあるの

は「幼稚園教育要領」と、「学年別授業日数及び

授業時数の配当」とあるのは「教育日数及び教育

時数」と読み替えるものとする。

第４章 雑則 （略） 第４章 雑則 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）

別表 （略） 別表 （略）

第１号様式～第３号様式 （略） 第１号様式～第３号様式 （略）

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。


